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１．はじめに
　1797 年に発表された『人間愛に基づいて嘘をつ
くという、誤って思い込まれた権利』（以下『嘘論
文』）は、B・コンスタンが 1796 年に発表した『政
治的反動について（Des réactions politiques）』の中
で展開したカント批判に対する、カント本人による
再批判論文である（なお、カントが読んだのは『1797
年のフランス（Frankreich im Jahre 1797）』に収録
された独訳版である）。わずか数ページながら非常
に厚みのある論文であり、嘘の禁止は無条件に妥当
する義務であって、例外は認められない旨が明記さ
れている。そのため『嘘論文』はカントの義務倫理
学の厳格主義を示すものとして、これまで一般に理
解されてきた1。
　ところがこのような理解では、『嘘論文』の論争
的性格が見失われてしまう。同時に、『嘘論文』の
読解としてふたつの問題が残る。第一に、なぜカン
トは嘘の禁止の普遍性を言うために定言命法を論拠
としなかったのか（あるいはなぜそれだけでは不十
分であったのか）。第二に、なぜカントは論文後半
で唐突に「政治の原則」について語り出したのか。
　このうち第一の疑問に関しては、1970 年代以降
のカント法哲学研究の進展の中で言及されるように
なってきた（その答えは、後述するように、嘘の禁
止が法権利の基礎となるからだというものである2）。
しかし第二の疑問については、管見の限りほとんど
分析がなされたことはなかったように思われる3。
そこで本稿では、『嘘論文』がコンスタンへの再批
判論文であるという事実に今一度立ち返り、コンス
タンの『政治的反動について』と対比的に読解して
いくことで、先に述べたふたつの疑問に答えたい。
そしてそれを通じて、カントにおける「政治」に対
する「道徳」の優位の論理を確認していく。
２．嘘の禁止をめぐるカントとコンスタンの論争
　最初に、嘘の禁止をめぐって展開されたカントの
再批判について整理しておこう。そもそもコンスタ
ンのカント批判は、カントが引用している限りでは
次のようなものである。すなわち、
　　「真実を言うことが義務であるという倫理的原
則は、もしも無条件かつ独立に認められたなら
ば、あらゆる社会を不可能にしてしまう。」
 （AA 8, 425）
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というのも、もしもこの義務が無条件に妥当するも
のであるならば、「あるドイツ人」すなわちカント
が主張したように、「ひとりの殺人者がいて、その
男が私たちに、彼が追っている私たちの友人を家に
避難させていないかを尋ねたとき、その男に嘘をつ
くことも犯罪になってしまう」（ibid.）からである。
したがって真実を言うことは、たとえ義務であった
としても、無条件に妥当するものではない。
　それならば、真実を言う義務はどのような条件の
下で妥当するのか。カントはコンスタンからの引用
を続ける。「真実を言うことはひとつの義務であるが、
義務の概念は権利の概念と分離させることはできな
い。義務とは、ある存在者にあっては他の存在者の
諸権利と適合するものである。権利なきところに義
務はない。真実を言うことは、それゆえ、ひとつの
義務ではあっても、真実への権利をもつ者に対して
のみそうなのである。しかし、誰一人として他者を
害する真実への権利をもっていない」（ibid.）。それ
ゆえ、コンスタンにしたがえば、他者を害すること
のない人間に対してのみ、嘘の禁止は拘束力をもつ
ことになる。嘘の禁止は例外をもつのである。
　これに対し、カントは嘘の禁止が例外をもたない
ことを主張する。カントはまず、コンスタンのいう
真実（Wahrheit）を信実（Wahrhaftigkeit）への権利、
すなわち「彼の人格における主観的真実への権利」
（AA 8, 426）と言い換える4。その上で、「不可避の
証言において信実〔＝主観的に真だと確信している
こと〕を言うことは、そのことによってたとえ証言
者自身、あるいは他の誰かが大きな不利益を被った
としても、人間の、あらゆる人間に対する形式的な
義務である」（ibid.）と主張する。そして、この主張
をさらに敷衍して、「たとえ私が〔嘘をつくことに
よって〕、不正な仕方で私に証言を強いるその人に
対して不正を働くわけではないとしても、それでも
私は〔……〕義務一般の本質的な部分で不正を働い
たことになる」（ibid.）と述べる。これは一体どうい
うことか。
　義務の根拠づけのレヴェルでは、嘘の禁止が定言
命法に基づくとカントが考えていたことは疑いよう
がない。「いかなる言明においても信実（正直）で
あることは、神聖で、無条件に命令し、いかなる便
益によっても制限されることのない理性の命令であ
る」（AA 8, 427）と述べているからである。にもか
かわらず『嘘論文』のカントは定言命法を持ち出し
てコンスタンに応答しているわけではない。カント
が問題にしているのは、嘘が「形式的な義務」に抵
触することだからである。ここで「義務の形式」で
はなく「形式的な義務」と言われていることに注意
したい。もしも嘘がたんに義務の形式的な側面に反
するというだけであれば、カントは厳格主義を唱え
ているにすぎないことになる。しかし嘘の禁止が
「形式的な義務」であり、「義務一般の本質的な部分」
であるという言説は、嘘の禁止はあらゆる他人に対
する義務の基盤として、ある種の特権的な
0 0 0 0
義務であ
ることを意味しているのである。
　嘘の禁止にこのような特権的な地位を与えたこと
は、コンスタン反駁の重要なポイントとなる。嘘の
禁止が定言命法に基づく義務であり、したがって例
外を許さないと主張しただけでは、コンスタンに対
する正当な再批判にはなりえないからである。もう
一度コンスタンの発言を引用すれば、「真実を言う
ことが義務であるという倫理的原則は、もしも無条
0 0 0 0 0
件かつ独立に認められたならば、あらゆる社会を不
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
可能にしてしまう
0 0 0 0 0 0 0 0
」（傍点引用者）という批判にこそ、
カントは応えなければならなかったからである。し
たがってカントは、嘘の禁止が無条件に妥当する義
務であることのみならず、この義務が「あらゆる社
0 0 0 0 0
会を不可能に
0 0 0 0 0 0
」するのではない
0 0 0 0 0 0 0
ことを、論証しなけ
ればならなかった。嘘の禁止の特権性は、まさにこ
の論証に関わるのである。
　さてカントは、コンスタンが「権利なきところに
義務はない」と考え、権利を義務に先行させていた
のを逆転させる。すなわち、カントによれば、権利
は義務に基づくのである。「道徳的な命法は義務を
命じる命題であり、この命題から事後的に（nachher）、
他者を義務づける能力、すなわち権利の概念が発展
しうるのである」（AA 5, 239）。たとえば私がある物
件に対して権利を持つとは、別の人はその同じ物件
を許可なく使用すべきではないという義務を伴って
いる。したがって権利は道徳的命令、端的にいえば
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法によって支えられているのであり、法権利は社会
契約に基づく人々相互の関係を前提とする。そして
この社会契約の前提となるものこそ、契約を守るこ
と、すなわち嘘をつかないことなのである。カント
は言う。
　　「〔嘘をつくことによって〕私は、私の責任の及
ぶかぎり、言明（声明）一般の信用を失わせ、
したがってまた契約に基づくあらゆる法権利を
投げ捨て、無力にしてしまうのである。これが、
人間性一般に加えられる不正である。」（ibid.）
　　「嘘はいつでも他の人間を害する。たとえ他の
〔特定の〕人間を害するわけではないとしても、
それでも、嘘は法権利の源泉〔すなわち契約〕
を使用できないものにしてしまうことで、人間
性一般を毀損する。」（ibid.）
これらの引用に示されているように、嘘が認められ
たとすれば、それは市民社会を成立させる社会契約
を失効させる。ひいてはそれは、契約に基づく法権
利をも失効させてしまう。したがって、コンスタン
の主張とは裏腹に、嘘の禁止こそが社会を可能にす
るのである。
　嘘の禁止は社会を破壊するどころか、むしろそれ
を可能にする、という積極的な主張を打ち出すこと
で、カントはコンスタンの反論を封じようとした。
他人に対する「義務一般の本質的な部分」が嘘の禁
止に託された理由はここにある。とはいえもちろん、
コンスタンが「社会（société）」という語を、カン
トが理解した社会契約に基づく政治的共同体
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
という
意味で使用しているのかどうか、疑問の余地は残る。
実際コンスタンが「社会」と言うとき、必ずしも契
約による（この契約が現実のものであれ、理念的な
ものであれ）人々の政治的結合体を想定していたわ
けではなかった。例えば次のように述べられている。
　　「道徳の抽象的な諸原則は、もしもそれが媒介
的な諸原理から分離されたならば、人々の社会
的諸関係（relations sociales）に無秩序をもた
らすものとなる。それは、政治の抽象的な原則
が中間諸原理から切り離されたならば、〔人々の〕
市民的諸関係（relations civiles）に無秩序をも
たらすのと同様である。」
 （Constant, 1796： 73=182）
道徳に基づく「社会的諸関係」と、政治に基づく「市
民的諸関係」との区別は、社会契約が道徳ではなく
「政治の抽象的な諸原則」およびその「中間原則」
によって基礎づけられるべきことを示唆している。
このことは、社会契約の基礎に道徳をおいたカント
とは対照的である。したがって、議論の前提がそも
そも違う以上、カントの再批判はコンスタンの意図
からすれば的外れであり、両者の議論はすれ違いで
終わっているようにみえる。
　コンスタンの側からすれば、たしかにそのような
すれ違いを否定することはできないだろう。しかし、
カントの側から見れば、むしろコンスタンのような
社会理解に反対していると解することもできる。コ
ンスタンは「社会的諸関係」を道徳の次元で、「市
民的諸関係」を政治（権利）の次元で捉え、前者を
後者に従属させていた（権利ある者にのみ、義務も
ある）。これに対し、政治的社会が道徳的諸関係を
可能にするのではなく、その逆であらねばならない
とするのがカントの立場であった。
　それだからカントの再批判は、コンスタンの議論
の哲学的前提に向けられる。実のところ、両者の問
題構成そのものは、それほど異なってはいなかった。
たとえば『政治的反動について』の冒頭における次
の発言は、カントが革命ではなく改革を推奨したと
いう点を差し引けば、カントにとっても受け入れら
れるものであったであろう。
　　「ある民族の国家諸制度が永続的であるために
は、それら諸制度は当の民族がもっている諸理
念と釣り合っていなければならない。〔……〕
諸制度と諸理念の調和が崩壊していることが明
らかになったとき、諸々の革命はもはや避けら
れないものとなる。諸革命はこの調和を回復さ
せようと努める。なるほど、革命家は必ずしも
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この回復を目標とするわけではないが、しかし
それでもそれは、諸革命そのものに内在的な傾
向なのである。」（ibid., 1f. =123）
　具体的な論証は省略するが、ここで言われた「諸
制度と諸理念の調和」という発想そのものは、カン
トも共有するところであろう。だからこそカントと
コンスタンの対立は、まさに「諸理念」の内実と役
割をめぐってなされたものと理解される必要がある。
コンスタンによるカント批判が「諸原理について」
と題された章で行われたことも、決して偶然ではな
いのである。そこで次に、コンスタンの原理概念に
ついて確認していこう。なお、コンスタンにあって
は「理念」「原理」「原則」は同義であることに、以
下注意してほしい。
３．コンスタンの原理概念
　くり返すが、コンスタンとカントの問題構成は見
た目ほどかけ離れたものではなかった。というのも
コンスタンは紛糾と混乱の一途を辿るフランス革命
を収束させるために、原理による統治を一貫して主
張していたからである。『政治的反動について』とは、
フランス革命において政府ないし政権が樹立される
や否や立ちどころに反動が生じ、それらが転覆され
るという事態を憂慮し、その解決策を模索した書物
である。そのときコンスタンが原理にしたがうべき
ことを訴えたことにはひとつの政治的・歴史的な意
義があるだろう。
　さて、コンスタンによれば、革命期の政治的反動
には人間（恣意的に権力を行使する執政者）に対す
る反動と、理念に対する反動がある（Constant, 
1796： 3=124）。しかしどちらも革命以前の「合法
的な刑罰」や「神聖な理念」を求める反動ではない
（ibid.）。フランス革命期に現れた反動とは、法律の
代わりに恣意を、理性の代わりに情熱を、人間を法
廷に送り込むことに対しては人間を法外に置くこと
を、最後に、諸理念を吟味する代わりにそれらを投
げ捨てることを、それぞれ選びとるような動きで
あった（ibid., 3f. =124f.）。こうした反動を抑えるた
めにコンスタンは司法権の強化や著述家・ジャーナ
リストへの期待を語るが、とくに重視したのが理念
ないし原理、原則への信頼回復であった。原理をめ
ぐる当時の議論状況について、コンスタンは次のよ
うに述べている。
　　「『諸原理』という語はあまりにもしばしば、あ
まりにもひどい仕方で誤用されているため、諸
原理にたいする尊敬と従順を要求する者は誰で
も、通常、抽象的な夢想家か、空想に基づいて
立論する者であるとみなされている。諸原理は、
あらゆる党派によってひとしなみに憎悪されて
いるのである。ある党派によれば、諸原理のう
ちに過去の苦しみの原因があったとされ、また
別の党派によれば、現在の様々な困難の増大
〔の原因〕があるという。もはや存在しなくなっ
たものを再興できない諸党派は、それらの失墜
を諸原理のせいにする。いま存在するものを正
当に進行させることができない別の諸党派は、
諸原理の無力さを嘆いている。」（ibid., 64=176）
コンスタンが念頭においている原理とは、主に自由
や平等といったフランス革命を牽引してきた原理で
あるが、それら諸原理と現実政治の乖離、そしてそ
れによる原理への非難の声がここで指摘されている。
これに対し、「諸原理をふたたび信用に値するもの
とすることは、必要な、また同時に満足のいく企て
であろう」（ibid.）とコンスタンは述べる。原理を捨
て去ることは、恣意や情熱に、そしてなによりも状
況に身を任せることだからである。だが、原理とは
そもそも何を意味するものなのか。コンスタンは原
理を次のように定義している。「原理とは、いくつ
かの個別的事例から抽出された普遍妥当的な結果の
ことである」（ibid., 1796: 66=177）。つまりコンスタ
ンの考える原理とは経験的なものであり、しかも任
意の「個別事例」の帰結を普遍妥当性にまで拡張し
たものである。それゆえ、「原理は、原理がそこか
ら生み出される諸結合（combinaisons）を考慮して
のみ、普遍妥当する。したがって原理とは、たんに
相対的な意味で普遍的に適用可能であるにすぎず、
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絶対的な仕方でそうであるわけではない」（ibid.）。
コンスタンの原理概念の特徴は次の二点に要約でき
る。①その原理が適用されるべき個別事例の経験的
な結果から翻って、原理は変更・更新可能である。
②原理は、原理が適用されるべき個別事例とその結
果との結合においてのみ、普遍的である。
　この二つの特徴から明らかなように、原理とそれ
が適用されるべき個別事例との間には相互作用があ
る。そして原理にこうした現実との結びつきを認め
るからこそ、原理は実践的有効性を保証されるわけ
である。
　とはいえ、原理が抽象的になればなるほど、現実
から離れていくのも事実である。そこでコンスタン
が主張したのが「中間原則」、すなわちある原理と
現実の間を埋める媒介の必要性に他ならない。それ
ゆえ絶対的に普遍的妥当性をもった原理というもの
があるならば、それはいくつもの中間原則によって
媒介され、現実と間接的に結合されなければならな
い。コンスタンは言う。
　　「普遍妥当的な諸原理は存在する。なぜならば、
あらゆる諸結合にとって一様に存在する根本的
諸前提というものがあるからである。しかしこ
のことは、この根本原理に各々の個別的結合か
ら生じた別の諸原理を付け加えてはならないこ
とを意味するわけではない。／もしもひとが、
普遍的な諸原理はその都度の〔具体的〕状況に
は適用できないと言うのであれば、そのひとは
ただ、彼が関わっている特定の結合に求められ
ている中間原理をまだ発見していない、と述べ
ているに過ぎない。」（ibid., 66f.=178）
コンスタンの議論は整合的で説得的であるようにみ
える。しかし忘れてはならないのは、ここでも原理
の普遍性は相対的なものにすぎず、経験的な結果に
よって可変的である、ということである。そこで中
間原則は、普遍妥当的な諸原理を経験に適用させる
と同時に、当の普遍妥当的な諸原理そのものを――
その字面というより実質的な内容を――変えてしま
いかねないのである。それゆえ中間原則を発見する
営みは、むしろそれが発見されるような仕方で、普
遍妥当的な諸原理そのものを変化させる可能性を含
んでいる。
　　「真であると認識された原理はそれゆえ、この
原理に内在する危険がいかに大きなものであっ
たとしても、決して放棄されてはならない。そ
うした原理は、その欠点を補完し、原理にかなっ
た仕方で適用されうるための中間項が発見され
るまで、〔再〕記述され、〔再〕定義され、あら
ゆる隣接する諸原理と結合されねばならない。」
（ibid., 77=185）
　ここで、カント自身が引用していたコンスタンの
カント批判を思い出そう。それは「真実を言うこと
が義務であるという倫理的原則は、もしも無条件か
0 0 0 0 0 0 0
つ独立に認められたならば
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
、あらゆる社会を不可能
にしてしまう」というものであった。いまやこの批
判の真意がはっきりする。「無条件かつ独立に」とは、
中間原則なしに
0 0 0 0 0 0 0
という意味なのである。逆に言えば
嘘の禁止は、中間原則さえあれば現実に適用可能な
ものである。そしてこの中間原則とは、嘘の禁止と
いう義務は「真実への権利」を持った者に対しての
み拘束力をもつ、といったものであった。
　かくしてコンスタンによれば、普遍妥当的な原理
を現実に適用させるための中間原則が、逆説的だが
原理そのものを変え、原理を――コンスタンに好意
的な表現をすれば――より信頼に値するものに鍛え
上げることになる。このようなロジックは一見する
と現実志向的であり、かつ説得的である。しかしこ
のような原理の性格は、現実を統制するものである
以上に現実を後追いするものになってしまう危険性
をはらんでいる。カントがコンスタンを批判するの
も、後の原理理解のこうした性格ゆえであった。
４．カントの「政治の原則」
　第 2 節で確認したように、嘘の禁止は社会を不可
能にする、というコンスタンの批判に対して、カン
トは嘘の禁止が他人に対する義務一般の本質を含む
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こと、すなわち社会契約の基礎であることを指摘し、
嘘の禁止こそがむしろ社会を可能にすることを主張
している。これに対し前節での議論から、現実への
原理の適用可能性という新たな論点が浮上してきた。
カントはこの問題に気付いており、『嘘論文』の中
ですでに反論を行っていた。それが論文後半で、中
間原則論のかたちをとって展開された議論である。
　カントは言う。
　　「ここにおいて、そのように厳格で、いわく適
用不可能な理念のうちに迷い込んでしまい、だ
から非難されるべきだとされる諸原則の悪評に
ついてコンスタン氏が述べた意見は、考え抜か
れたものであると同時に正しいものである。『真
であると証明された原則が適用不可能にみえた
ときはいつでも（と、コンスタンは〔……〕述
べている）、私たちがその適用の手段を含んで
いる中間原則を知らないことがその原因であ
る』。」（AA 8, 427）
このような字面上の賛同に続けてカントもまた、道
徳的理念に対する中間原則を「政治の原則」として
提示する。少し長いが引用しよう。
　　「さて、法権利の形而上学
0 0 0 0
（これはあらゆる経
験的諸条件を捨象している）から、政治
0 0
の原則
（政治は法の形而上学の諸概念を経験的事例へ
と適用する）へと、そしてそれを通じて、法権利
の原理に則った何らかの政治的課題（Aufgabe）
の解決へと達成するために、哲学者は次のもの
を与えるだろう。（1）公理
0 0
、すなわち外的法権
利（ある普遍的法則にしたがう、各人の自由
0 0
と
万人の自由の調和）の定義から直接生じる必当
然的で確実な命題。（2）平等性
0 0 0
――それなしに
は万人のいかなる自由も生じないであろう――
の原理にしたがって結合された万人の意志とし
ての外的公法
0 0
の要請
0 0
〔公準
0 0
〕。（3）これほどま
でに大きな社会において、にもかかわらず自由
と平等の諸原理にしたがって（つまり何らかの
代議制を通じて）和合が保持されるにはどうし
たらよいか、という問題
0 0
（Problem）。この問
題が、政治の原則であるだろう。〔……〕――
法権利はけっして政治に迎合してはならないが、
しかし政治はつねに、法権利に迎合しなければ
ならない。」（AA 8, 429）
ここで最初に示されているのは、「政治的課題」の
解決は「法権利の原則に則っ」て行われるべきであ
り、それゆえ政治とは「法権利の形而上学」を「経
験的事例へと適用する」営みでなければならないと
いうことである。しかし、ただこのように主張した
だけでは、何が何でも形而上学を経験に適用せよ、
という杓子定規で盲目的な政策実行を訴えているに
過ぎなくなってしまうだろう。そこで引用文にある
（1）から（3）が重要となる。（1）が「法権利の形
而上学」に該当することについては明らかである。
続く（2）では、平等性の原理にしたがう万人の意
志の結合、すなわち社会契約と、公法の施行が要請
されているが、これはようするに市民社会（国家）
設立の要請に他ならない。以上は自然法と社会契約
という 17・18 世紀の政治思想の二大概念を踏襲し
ているため、さしあたり特異な印象を与えない。こ
れらが自由と平等という理念に関係づけられている
点についても同様である。特異なのはむしろ、これ
らをふまえて提示された（3）である。そこでは「和
合」の保持が「問題」として与えられており、しか
も「この問題が、政治の原則であるだろう」と述べ
られている。そしてこの「問題」すなわち「政治の
原則」にもとづいて、「政治の実施と指示」が行わ
れるとされるのである。これは一体どういうことだ
ろうか。
　ここでポイントは、以上（1）から（3）を与える
のが哲学者であって政治家ではない
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
、という点であ
る。言いかえればこれら三つは、（3）で述べられた
「政治の実施と指示」を自らの責務とはしない
0 0 0
立場
から与えられている、ということである。哲学者の
責務とは、現実政治にたずさわることではない。あ
くまでもアプリオリな原理から出発し、経験的・具
体的な諸問題の解決を実質とする現実政治が解決す
べき形式的な「問題」を提示することにある。この
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「問題」が「政治の原則」であるのは、まさに現実
政治にたずさわる者（政治家や官僚）が守るべき原
則だからである。かくして「問題」としての「政治
の原則」は、哲学的な「公理」を現実へと適用する
ための中間原則となる。この中間原則によって、哲
学者から政治家へと原理の適用という課題が引き継
がれていくのである。
　以上のような「政治の原則」はコンスタンの中間
原則論をカントなりに再構成したものであり、道徳
原理の普遍性と政治の柔軟性を両立させるひとつの
やり方を示したものと理解できる。そして「法権利
はけっして政治に迎合してはならないが、しかし政
治はつねに、法権利に迎合しなければならない」と
いう文言は、道徳原理が政治からのフィードバック
によって変更されることなしに、政治を通じて実現
されねばならないことを意味している。これがコン
スタンへの反論として理解されるべきことは、前節
の議論との対比からも明らかであろう。
５．道徳的政治家と政治的道徳家
　カントの「政治の原則」は、なるほどコンスタン
との論争において整理されたものであるが、突然案
出されたものではない。実は、すでに『理論と実践』
第二論文や『永遠平和のために』の中で、同様の論
理は示されていたのである。そこで以下、ここでは
後者のテキストを読解することで、本節で扱った
「政治の原則」の理論的背景を確認し、これまで分
析してきたコンスタン批判がより一般的なカント政
治哲学の文脈でどのような位置を占めるのかを見定
めることにしたい。
　『嘘論文』の 2 年前、1796 年に発表された『永遠
平和のために』の第二版で、カントは「永遠平和の
ための秘密条項」と題された「第二追加条項」を加
筆し、哲学者の原則が直接的に政治家の原則となる
わけではない点を指摘している。哲学者の意見は実
行されるべき政策の提言ではなく、政治家にとって
あくまで「助言（Rat）」にすぎない。したがってカ
ントは、「国家は法律家（国家権力の代行者）の言
葉よりも哲学者の諸原則を優先させなければならな
いと言いたいわけではない。ただ、哲学者の言葉に
耳を傾け
0 0 0 0
なければならない、ということである」
（AA 8, 369）と述べているのである。
　しかしなぜ政治家は「哲学者の諸原則」に耳を傾
ける必要があるのだろうか。その理由は、政策を立
案する「法律家」の仕事が「現存する法律を適用す
ることであり、この法律そのものが改善されるべき
かどうかを吟味することにあるのではない」（AA 8, 
369）以上、哲学者の意見なしにはより善い政治を
行うことができないからである。それならば哲学者
が政治家になればよいかといえば、そうではない。
カントは哲人王を否定する。「権力をもつと、理性
の自由な判断は避けがたく台無しになってしまう」
（AA 8, 369）ので、哲人王は哲学者ではいられなく
なってしまうからである。
　政治家は、哲学者の意見をあくまで「助言」とし
て聞き入れなければならない。というのも、哲学的
ないし形而上学的原理を経験に適用するといっても、
政治家はその際、経験的諸条件や時機を無視するわ
けにはいかないからである。政治家にとって重要な
ことは、盲目的に原理を適用し、失敗し、すべてを
台無しにしてしまうことではない。むしろ経験的諸
条件を整え、時宜を計り、政策を実現することであ
る。このことは、「常備軍は時をもって全廃されな
ければならない」（AA 8, 345）と謳った第三確定条
項にも示されている。この「時をもって」の意味を、
カントは次のように説明している。
　　「〔常備軍の廃止のような条項は〕なるほど法規
則の例外としてではないが、その実行の観点か
ら、状況に応じて主観的に
0 0 0 0
実行を加減したり、
目的を失うことがなければ、実現を遅延させる
0 0 0 0 0
ことも許されている。」（AA 8, 347）
　以上のように哲学者が形式的原則あるいは「問題」
を与え、政治家が具体的・個別的な諸政策のなかで
それを満足させるという図式は、『永遠平和のために』
の中ですでに、哲学者が政治家に「助言」を与える
というかたちで示されていたといえよう。ただし
「助言」ということで、哲学者がなんらかの政治的
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ポストにつくべきことが主張されていたわけではな
い。哲学者を政治的な役職に登用せずとも、「自由に、
公的に語らせる」（AA 8, 369）ことだけによって、
彼らの意見を聞くことのできる状況が自ずと生まれ
るとカントは考えていたのである。
　さらに、『永遠平和論』の「付録一」において、
カントはより一般的な道徳と政治の関係を考察して
いる。そこでカントは「できないことには拘束され
ない」という格言を引用しつつ、理論（としての道
徳）と実践（としての政治）の間には本来対立が存
在しないことを主張している。というのも、「道徳
の義務概念に権威を認めた後で、それでもなお、そ
れを行うことはできないと言おうとするのであれば、
それはまったく辻褄の合わないこと」（AA 8, 370）
だからである。しかし現実は、道徳と政治の対立に
満ちている。この対立はいかにして生じるのだろう
か。カントは言う。
　　「〔道徳と政治の対立があるとすれば、そのとき〕
道徳とは、ある普遍的な怜悧の学（Klugheitslehre）
であると理解されねばならないだろう。怜悧の
学とは、利益を算定して得られた意図のために
ふさわしい手段を選ぶための格率〔＝主観的規
則〕の理論であるが、もしも道徳をこのような
怜悧の学として理解したならば、そもそも道徳
の存在を否定しているに等しいのである。」
（AA 8, 370）
この引用でも説明されているように、怜悧の学とは
ある目的（利益）を実現するためにもっともふさわ
しいであろう手段を命じるものであり、つねに仮言
命法「もし…ならば、～せよ」のかたちで表現され
るものである。したがってカントがここで言ってい
るのは、道徳の本質を行為の目的（利益）におき、
行為そのものの価値に認めなかったとき、道徳と政
治の対立が生じるということである。この対立は見
せかけのものにすぎない。道徳を怜悧の学とみなす
ことは、道徳をひとつの政治と考えることであり、
「そもそも道徳の存在を否定しているに等しい」か
らである。それゆえ道徳と政治の対立とは、実際に
は、政治上の二つの意見（政策）の対立にすぎない
とカントは考えているのである。
　ようするに道徳と政治を対立させるならば、道徳
は実質（実現されるべき目的）に基づく命令として
考えられることになる。しかし道徳を普遍性の形式
に基づく命令として考え、この形式に合致するよう
に政治を行うならば、その政治は道徳と対立するこ
とはありえず、道徳的であると言える。ここからカ
ントは、政治的道徳家と道徳的政治家というふたつ
の概念を導出する。
　　「道徳を政治の制約的条件にまで高めるために、
実践的な知恵〔すなわち道徳〕を政治と結びつ
けることが何としても必要であるとするならば、
道徳と政治の両立が認められねばならない。〔そ
のために〕私は、国家の怜悧の諸原理を道徳と
両立しうるものと理解するような道徳的政治家
を考えることはできるが、政治家の利益になる
ように道徳をねじまげる道徳的政治家を考える
ことはできない。」（AA 8, 372）
「道徳的政治家」とは道徳と両立するように政治を
行う者であり、そのために道徳を形式的原理として
採用する。これに対し「政治的道徳家」は、政治の
ために道徳を利用する者であり、道徳をたんなる手
段、ひとつの統治の技術として採用するにすぎない
（AA 8, 377）。後者のもとでは道徳と政治は対立せ
ざるをえないし、対立が解消されたときには、道徳
は「ねじまげ」られ、政治のためのひとつの口実に
すぎなくなっているからである。
　以上の議論から、『嘘論文』におけるコンスタン
批判に戻ろう。「政治の原則」を問題として引き受け、
時期をみて実行しようとする政治家は、「道徳的政
治家」である。しかしコンスタンが是とする中間原
則によって原理を変更する政治家は、「政治的道徳家」
にすぎない。『嘘論文』では直接示されていないも
のの、カントがコンスタンに「政治的道徳家」の匂
いを嗅ぎつけたことは想像に難くないのである。
　カントから見ればコンスタンのような考え方は、
たとえどれほど現実的であろうとも、「政治的道徳家」
小　谷　英　生84
の考え方にすぎなかったわけであり、それゆえにカ
ントは自ら筆を執り、再反論を行ったのだと考えら
れる。
６．おわりに
　本稿の分析で示されたように、『嘘論文』でカン
トは、コンスタンの『政治的反動について』と対決
しながら、嘘の禁止と「政治の原則」についての自
説を展開した。
　カントの卓見は、嘘の禁止の中に「嘘をついては
ならない」という個別の義務以上のもの、すなわち
法権利の根拠となる社会契約の基礎づけを見出した
ことにある。つまり、『嘘論文』でカントが展開し
たのは、じつは窮余の嘘は認められるかといった倫
理学上の問題以上に、政治社会の基礎づけとしての
嘘の禁止だったのである。そしてそうである以上、
嘘の禁止は「政治の原則」において第一に守られね
ばならない道徳的原理となる。ふたたび『永遠平和
のために』を紐解けば、カントは次のように述べて
いた。「政治は言う、『蛇のように狡猾であれ』。道
徳は（〔政治を〕制限する条件として）付け加える、『そ
して鳩のように偽りなく』」（AA 8, 370）。このように、
正直であることは永遠平和を実現するための重要な
――あえてこの言葉を使えば超越論的な
0 0 0 0 0
――条件で
ある。そして正直さというこの条件を現実化するた
めに、カントは政治家にそれを求める以上に、哲学
者の社会的役割を強調したのであった。ここに『嘘
論文』の意義があったといえよう。
　カントのコンスタン批判は、原理の現実的有効性
を確保しようとするあまり現実におもねり、現実の
後追いとして原理を変更しまうことに対する反論と
して理解することができる。『永遠平和のために』
をふまえて哲学者と政治家の関係を示した「政治の
原則」論は、政治家が解決すべき「問題を与える」
ことを哲学者に使命として課していた。ここに現れ
ているのは、政治に対する道徳の優位というカント
の基本姿勢に内在する、原理と現実、哲学者と政治
家の間の緊張関係である。この緊張関係は、哲学・
倫理学の社会的有用性に対する反省が進む現代にお
いても一考に値するだろう。たしかに、現実への応
用や適用を考えなければ、哲学・倫理学は空理空論
に終わってしまう。しかしそれらが現実に迎合すれ
ば、そのとき哲学・倫理学が持つ批判的な機能は失
われてしまうのである。政治に対する道徳の優位と
は、哲学者のナイーヴな願望などではなく、哲学・
倫理学の社会的な
0 0 0 0
存在理由そのものなのである。『嘘
論文』という短いテキストは、現代の我々に対して
も、非常に大きな課題を投げかけているのである。
　カントからの引用はアカデミー版（AA と略記）から行い、
巻数とページ数を記した。コンスタンからの引用は以下のも
のに拠った。Constant, Banjamin, Des réactions politiques, 1796./
Gall, Lothar (Übersetzung), Banjamin Constant: Politische Schriften. 
Banjaman Constant Werke in vier Bänden Bd 3, Blaeschke Axel, 
Gall Lothar und Rechel-Mertens, Eva (Hrsg.), 1972, Berlin. 引用
にあたっては原典とドイツ語訳を併記した。
 1　先行研究では、例外なき嘘の禁止を『嘘論文』の主張と
した上で、これをカント倫理学全体から説明することがし
ばしばであった。たとえば次を参照。Mahon, James 
Edwin, Kant on Lies, Candour and Reticence. In: Kantian 
Review, Vol.7, 2003, pp.190-203. 谷田信一，「カントの実質
的義務論の枠組みと「嘘」の問題」，『現代カント研究Ⅱ　
批判的形而上学とはなにか』，理想社，1990，228-272 頁。
これらの研究の倫理学上の意義は大きいが、『嘘論文』は
こうした論点に尽きないことを本稿は示している。
 2　以下の諸論文を参照。Wagner, Hans, Kant gegen ‘ein ver-
meintes Recht, aus Menschenliebe zu lügen’.  In: KS 69, 1978, 
pp.91-96. Vuillemin, Jules, On Lying: Kant and Benjamin Con-
stant. In: KS 73, 1982, pp.413-424. Annen, Martin, Das Prob-
lem der Wahrhaftigkeit in der Philosophie der deutschen 
Aufklärung: Ein Beitrag zur Ethik und zum Naturrecht des 18. 
Jahrhunderts, Würzburg, 1997, S. 97-124. Grünewald, Bern-
ward, Wahrhaftigkeit, Recht und Lüge. In: Rohden, V. et al. 
(Hrsg.), Akten des X. Internationalen Kant-Kongresses, Bd.3, 
Berlin-New York, 2008, S.148-160. これらの諸論文は、嘘の
禁止の法哲学的な意義については正確にとらえている。し
かし、なぜカントは定言命法に訴えずに議論を展開したの
か、という点については説明されていない。
 3　先行研究では、コンスタンへの再批判というこの論点が
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真剣に取り上げられることはほとんどなかった。例外は
R・ベントンの研究である。Benton, Robert J., Political 
Expediency and Lying: Kant vs Benjamin Constant. In: Journal 
of the History of Ideas. Vol. 43, No. 1, 1982, pp. 135-144. 本稿
とベントンの相違については、紙面の都合上省略すること
にしたい。
 4　真実（客観的に真なる事実）と、信実（主観的な真実に
対する正直さ）の区別は、些末に聞こえるかもしれないが
そうではない。たとえば私は「彼は家の中にいる」と確信
している（＝信実）が、実際には、彼は家の中にはいなかっ
た（＝真実）としよう。このとき、もしも客観的真実のみ
が基準であれば、「彼は家の中にいない」という私の言明
は嘘になってしまう。反対に私が私の信実に背いて「彼は
家の中にいない」と言ったならば、今度は私が嘘をつかな
かったことになる。しかしこれは明らかにおかしな議論で
ある。したがって、「嘘をつかない」「正直に言う」とは、
主観的な信実を語ることだと定義されるべきなのである。
なお「信実」という日本語は筆者の造語ではない。この日
本語は「まじめさ」「正直さ」を含意し、ドイツ語の
Wahrhaftigkeit 、英語の truthfulness に対応する。
＊本稿は 2012 年 8 月に小樽商科大学で行われた第 20 回政治
哲学研究会での口頭発表を加筆・修正したものである。
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